第１章　大阪の経済

平成27年度における大阪府の府内総生産額は、名目で39兆1,069億円でした（１－１参照）。大阪府の実質経済成長率は、27年度に２年ぶりにプラス成長となりました（１－１参照）。

府内総生産の全国構成比は、このところ愛知県と同程度の規模で推移しており、27年度は7.3％となりました（１－２参照）。世界各国との比較では、大阪府の経済規模はエジプトに、近畿はスイスに相当する大きな経済圏です（１－３参照）。
産業別に府内総生産をみると、「保健衛生・社会事業」の割合が上昇傾向にある一方で、「卸売・小売業」の割合は低下しました（１－４参照）。
　平成27年度の大阪府の１人当たり府（県）民所得は313万円で全国９位ですが、１人当たり府（県）民雇用者報酬は485万円で東京都、神奈川県、福井県に次ぐ全国４位となっています（１－５参照）。
　大阪府の人口は、880万人台とほぼ横ばいで推移しており、全国シェアは7.0％です（１－６参照）。ただし、30歳代以下の人口の減少が続く一方で、70歳代以上の人口が増加傾向にあり、少子高齢化の影響が顕著です（１－７参照）。他府県との間では、東日本大震災が発生した23年から25年にかけては転入超過でしたが、26年以降では転出入がほぼ均衡した動きとなっています（１－８参照）。

[image: image9.emf]（注）１．

２．大阪府、東京都、愛知県、近畿は、内閣府｢平成27年度県民経済計算｣による。

近畿は、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県の２府４県。年度為

替レート１米ドル＝120.13円にて換算。（日本銀行「主要時系列統計データ表」よ

り。東京市場インターバンク直物中心相場の各月中平均値の単純平均。）

国際連合｢National Accounts Main Aggregates Database｣(2018年8月ダウンロー

ド）より作成。2015暦年。
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181,207


大阪の府内総生産の全国シェアの推移

　戦後を振り返ると、大阪経済は、繊維産業や、家電・一般機械製造業が大阪経済を牽引し、高度成長期まで全国を上回る成長を遂げました。その結果、府内総生産の全国シェアは拡大し、1960年代後半から70年代初めには国内総生産の10％以上を占め、「1割経済」と言われました。

安定成長期以降は、それまで地域経済を牽引した産業が成長力を弱め、そうした産業の伸び悩み・縮小が、経済成長の足かせになってきました。また、大企業の本社機能の府外流出により、本社機能と関連の深い情報サービス業や対事業所サービス業が伸び悩む要因となりました。そうしたことから、府内総生産の全国シェアは、一時的に下げ止まったバブル経済期を除いて低下傾向が続き、2000年代初めには７％台になりました。

しかし、2000年代半ば以降、府内総生産の全国シェアは下げ止まっています。現在は、産業構造の転換が一段落し、縮小均衡の時代になったと言えます。

資料：大阪産業経済リサーチセンター（2017）『大阪経済・産業の70年間―輸移出型産業に注目して―』

１－１．経済成長率

	大阪府の27年度の実質経済成長率は、1.5％増と２年ぶりのプラス成長となりました。名目経済成長率は、３年連続の増加で、27年度は2.4％増となりました。


[image: image1.emf]経済成長率の推移

（％）

平成19

年度

20 21 22 23 24 25 26 27 28

大阪府（生産：連鎖） 0.2 -3.4 -3.3 2.0 2.5 -0.7 0.8 -0.5 1.5 ―

全国（支出：連鎖） 1.2 -3.4 -2.2 3.2 0.5 0.8 2.6 -0.3 1.4 1.2

大阪府（生産） 0.1 -3.5 -4.8 0.8 1.7 -1.2 0.6 2.1 2.4 ―

全国（支出） 0.4 -4.1 -3.4 1.5 -1.1 0.1 2.6 2.2 3.0 1.0

平成27年度における総生産額

実質（生産：連鎖）

名目（生産）

（参考）平成28年度における総生産額

実質（生産：連鎖）

名目（生産）

（大阪府統計課「平成27年度大阪府民経済計算《確報》」、内閣府「平成28年度国民経済計算確報」）



539兆2,543億円

大阪府 全国

実質（支出：連鎖）

名目（支出）

　　２．SNAとは、System of National Accountsの略称であり、「国民経済計算」または「国民経済

        計算体系」と訳されている。2008SNAとは、2008年に国連が加盟各国にその導入を勧告した国

　　　　民経済計算の体系の名称である。



実質

名目

大阪府 全国

(注)１．2008SNA、平成23暦年基準。

実質（支出：連鎖）

名目（支出）



38兆 579億円



39兆1,069億円

―

―



518兆3,372億円



533兆9,044億円



524兆3,972億円

経済成長率

経済の成長度合いを示すもので、国内（府内）総生産の対前年度増加率で表す。物価変動の影

響を除去した実質値と物価変動の影響を除去する前の時価である名目値があるが、一般に、成長

率分析の場合は実質値の成長率を用いる。
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１－２．大阪経済が日本経済に占めるシェア

	大阪経済の全国におけるシェア（名目府内総生産の対全国構成比）は、このところ愛知県と同程度の規模で推移しており、27年度は7.3％となっています。


[image: image2.emf]大阪経済が日本経済に占めるシェア

（単位：十億円、％）

大阪府 東京都 神奈川県 愛知県 全国

シェア シェア シェア シェア シェア

平成18年度 39,885 7.5 105,755 20.0 34,594 6.5 39,361 7.4 529,255 100.0

19 39,935 7.5 106,964 20.1 35,462 6.7 40,310 7.6 531,013 100.0

20 38,545 7.6 103,729 20.4 34,194 6.7 35,873 7.0 509,398 100.0

21 36,693 7.5 97,922 19.9 31,290 6.4 34,233 7.0 492,075 100.0

22 36,989 7.4 98,099 19.7 32,380 6.5 33,802 6.8 499,195 100.0

23 37,620 7.6 100,218 20.3 32,713 6.6 34,897 7.1 493,853 100.0

24 37,174 7.5 100,226 20.3 32,152 6.5 36,541 7.4 494,674 100.0

25 37,413 7.4 101,701 20.0 32,315 6.4 37,782 7.4 507,401 100.0

26 38,194 7.4 102,341 19.8 32,239 6.2 38,483 7.4 517,867 100.0

27 39,107 7.3 104,339 19.6 33,919 6.4 39,559 7.4 532,191 100.0

（内閣府「平成27年度国民経済計算確報」、内閣府「平成27年度県民経済計算」）



(注)１．2008SNA及び平成23年基準の都府県内総生産（生産側、名目）、国内総生産（支出側、名目）。

　　２．シェアは、都府県内総生産（生産側、名目）／国内総生産（支出側、名目）。
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１－３．府内総生産の国際比較【2015年】
	主要国の国内総生産と比較すると、大阪府の府内総生産はエジプト、近畿の域内総生産はスイスに相当する規模となっています。



[image: image3]
　１－４．産業大分類別府内総生産

	大阪府における、この10年間の産業別府内総生産構成比の推移をみると、「保健衛生・社会事業」が上昇傾向にあった一方で、「卸売・小売業」は低下傾向にあります。「製造業」の割合は、平成20年以降、低下傾向にありましたが、26年度には上昇しました。


[image: image4.emf]産業大分類別府内総生（名目：実額）の推移

（単位：億円）

平成18

年度

19 20 21 22 23 24 25 26 27

農林水産業 198 186 182 176 190 191 202 185 180 194

鉱業 26 24 19 15 16 17 16 19 20 20

製造業 71,623 72,411 68,377 62,084 63,738 63,233 61,097 61,388 64,687 66,420

12,018 11,241 10,907 11,784 11,779 10,289 10,208 10,897 11,241 12,960

建設業 16,433 16,269 18,377 16,819 14,784 15,705 15,344 15,257 16,052 16,811

卸売・小売業 75,631 73,016 65,118 58,036 60,269 63,882 64,776 66,195 64,142 63,891

運輸・郵便業 22,403 22,417 21,309 19,856 20,211 21,191 21,814 22,644 22,822 23,491

宿泊・飲食サービス業 9,773 10,179 9,899 10,280 9,690 9,563 8,813 8,915 9,362 9,840

情報通信業 22,779 22,934 23,878 23,008 22,288 22,707 22,229 22,397 22,610 22,849

金融・保険業 24,360 23,544 18,508 18,216 18,055 17,139 16,745 17,198 17,007 17,666

不動産業 43,363 43,771 44,438 45,297 45,781 47,120 46,381 44,091 44,008 45,051

29,476 31,707 33,010 31,492 30,967 31,876 30,400 30,690 31,266 33,372

公務 11,618 11,947 11,622 11,169 10,970 10,800 10,392 9,875 10,441 9,611

教育 14,309 14,477 14,040 13,509 13,481 13,714 13,696 13,368 13,994 14,052

保健衛生・社会事業 23,847 24,421 24,626 25,687 26,933 27,452 28,458 29,119 28,809 30,503

その他のサービス 16,801 16,907 16,957 16,651 16,518 16,512 16,032 15,868 16,282 16,668

輸入品に課される税・関税 6,270 6,423 6,155 4,905 6,087 6,805 7,006 8,042 11,585 11,070

2,080 2,525 1,971 2,051 1,872 1,996 1,865 2,015 2,572 3,398

府内総生産

398,847 399,349 385,450 366,931 369,887 376,201 371,743 374,134 381,936 391,069

（大阪府統計課「平成27年度大阪府民経済計算《確報》」）

(注）

２.　四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

１.　2008SNA及び平成23年基準。

専門・科学技術、業務支援サービス業

電気・ガス・水道・廃棄物処理業

（控除）総資本形成に係る消費税
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産業大分類別府内総生産（名目：構成比）の推移（大阪府）

輸入品に課される税・

関税

その他のサービス

保健衛生・社会事業

教育

公務

専門・科学技術、業務

支援サービス業

不動産業

金融・保険業

情報通信業

宿泊・飲食サービス業

運輸・郵便業
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電気・ガス・水道・廃

棄物処理業

製造業
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１－５．１人当たり県民所得・県民雇用者報酬【平成27年度】
	大阪府の１人当たり府（県）民所得は313万円で全国９位です。企業所得が含まれることもあり、製造業の割合が高い府県等より順位が低くなっていますが、１人当たり府（県）民雇用者報酬は485万円で東京都、神奈川県、福井県に次ぐ全国４位となっています。


[image: image5.emf]１人当たり県民所得と県民雇用者報酬（平成27年度）

（単位：千円）

1東京都 5,378 東京都 5,559

2愛知県 3,677 神奈川県 5,261

3三重県 3,556 福井県 4,933

4栃木県 3,481 大阪府 4,845

5富山県 3,373 愛知県 4,815

6静岡県 3,316 広島県 4,743

7福井県 3,196 奈良県 4,729

8群馬県 3,145 千葉県 4,696

9大阪府 3,127 兵庫県 4,695

10茨城県 3,079 長野県 4,694

11広島県 3,074 石川県 4,688

12滋賀県 3,058 滋賀県 4,655

13宮城県 2,987 埼玉県 4,595

14神奈川県 2,986 京都府 4,584

15埼玉県 2,977 岡山県 4,539

全県計 3,190 全県計 4,660

（内閣府「平成27年度県民経済計算」）

１人当たりの県民所得

＝当該県の県民所得÷当該県の総人口



　県民所得は、県民雇用者報酬、財産所

得（非企業部門の財産所得の純受取）、

企業所得（企業の財産所得の純受取を含

む）を合計したもの。したがって、個人

の所得水準を表すものではなく、企業利

潤なども含んだ各都道府県の経済全体の

所得水準を表している。



１人当たりの県民雇用者報酬

＝県民雇用者報酬÷県民雇用者数



　雇用者とは、生産活動に常用雇用・日

雇を問わず従事する就業者のうち、個人

業主と無給の家族従業者を除く全てをい

う。

　県民雇用者数とは、就労地を問わず県

内に居住する雇用者の数を指す。
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１－６．人口の推移
	大阪府の平成29年の人口は882万人で、全国の7.0％のシェアを占めています。人口及び、その全国シェアは、ほぼ横ばいで推移しています。一方、東京都の人口は増加傾向が続き、全国シェアも上昇傾向を維持しており、29年には10.8％に達しました。


[image: image6.emf]人口及び全国シェアの推移

（単位：千人、％）

大阪府 東京都 神奈川県 愛知県 その他 全国

シェア シェア シェア シェア シェア シェア

平成19年 8,839 6.9 12,848 10.0 8,912 7.0 7,357 5.7 90,077 70.4 128,033 100.0

　20 8,847 6.9 12,973 10.1 8,965 7.0 7,399 5.8 89,900 70.2 128,084 100.0

　21 8,855 6.9 13,048 10.2 9,006 7.0 7,411 5.8 89,712 70.1 128,032 100.0

　22 8,865 6.9 13,159 10.3 9,048 7.1 7,411 5.8 89,574 69.9 128,057 100.0

　23 8,863 6.9 13,198 10.3 9,060 7.1 7,418 5.8 89,295 69.9 127,834 100.0

　24 8,861 6.9 13,234 10.4 9,070 7.1 7,431 5.8 88,997 69.8 127,593 100.0

　25 8,856 7.0 13,307 10.4 9,084 7.1 7,449 5.8 88,718 69.6 127,414 100.0

　26 8,845 7.0 13,399 10.5 9,103 7.2 7,464 5.9 88,426 69.5 127,237 100.0

　27 8,839 7.0 13,515 10.6 9,126 7.2 7,483 5.9 88,132 69.3 127,095 100.0

　28 8,833 7.0 13,624 10.7 9,145 7.2 7,507 5.9 87,824 69.2 126,933 100.0

　29 8,823 7.0 13,724 10.8 9,159 7.2 7,525 5.9 87,475 69.0 126,706 100.0



（注）各年10月１日現在。



（総務省「人口推計年報」）
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１－７．大阪府の年齢別人口の推移
	大阪府の平成29年の年齢別人口をみると、40歳代の人口が最も多くなっています。推移をみると、30歳代以下の構成比は低下傾向が続く一方で、70歳代以上の構成比が上昇傾向にあり、少子高齢化の影響が顕著です。


[image: image7.emf]大阪府の年齢別人口の推移

（単位：千人）

総数 0～9 10～19 20～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70～79 80歳以上

平成19年 8,812 800 836 1,072 1,390 1,082 1,203 1,220 819 390

　20 8,806 789 846 1,039 1,367 1,117 1,127 1,264 844 412

　21 8,801 777 859 1,008 1,333 1,152 1,058 1,313 863 439

　22 8,865 756 836 1,000 1,320 1,217 1,036 1,344 902 454

　23 8,861 746 832 990 1,275 1,262 1,003 1,327 948 479

　24 8,856 737 829 978 1,226 1,301 989 1,298 989 508

　25 8,849 731 829 963 1,176 1,338 987 1,271 1,016 537

　26 8,836 723 824 950 1,131 1,366 999 1,231 1,047 566

　27 8,839 707 826 928 1,103 1,380 1,034 1,223 1,043 592

　28 8,833 703 811 935 1,069 1,403 1,039 1,215 1,026 631

　29 8,823 695 799 940 1,043 1,391 1,079 1,146 1,065 666

（注）各年10月１日現在。



（総務省「人口推計年報」）
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１－８．他府県からの転出入者数の推移
	大阪府では平成22年まで他府県への転出者が転入者を上回って推移していましたが、東日本大震災が発生した23年から25年にかけては転入超過となりました。26年以降は、転出入がほぼ均衡した動きとなっています。


[image: image8.emf]他府県からの転出入者数

(単位：人）

東京都 神奈川県 愛知県 大阪府 東京都 神奈川県 愛知県 大阪府 東京都 神奈川県 愛知県 大阪府

平成19年 94,500 32,474 20,520 -4,952 443,349 242,080 132,349 164,884 348,849 209,606 111,829 169,836

 20 83,000 29,646 18,391 -3,568 425,661 233,616 130,373 161,589 342,661 203,970 111,982 165,157

 21 56,220 21,466 4,075 -2,273 413,370 228,793 120,530 159,651 357,150 207,327 116,455 161,924

 22 48,331 14,887 -1,262 -3,570 396,318 215,904 105,769 151,123 347,987 201,017 107,031 154,693

 23 44,482 10,119 6,379 4,903 394,116 210,631 108,601 156,059 349,634 200,512 102,222 151,156

 24 56,497 8,602 7,592 5,381 400,274 207,908 110,624 154,847 343,777 199,306 103,032 149,466

 25 70,172 12,356 7,891 3,377 407,711 207,670 111,461 153,281 337,539 195,314 103,570 149,904

 26 76,027 14,887 7,978 -1,666 431,670 216,043 120,452 157,091 355,643 201,156 112,474 158,757

 27 84,231 17,276 10,518 906 456,635 225,815 127,036 165,515 372,404 208,539 116,518 164,609

 28 74,324 16,093 8,968 404 445,306 221,192 125,953 162,414 370,982 205,099 116,985 162,010

 29 73,124 17,514 5,710 1,136 453,900 226,152 126,912 164,025 380,776 208,638 121,202 162,889

総務省「住民基本台帳人口移動報告」）

（注）外国人を含む。
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